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１．地域年金展開事業の概要
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１．地域年金展開事業の概要（1/2）
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事業実施

事
業
実
施

・年金局
・職業安定局
・保険局
・社会・援護局
・地方厚生(支)局

厚生労働省

年
金
制
度
の
普
及
・啓
発

本 部
相談・ｻｰﾋﾞｽ推進部

各地域代表
年金事務所

・関係機関との連
絡調整。

・年金事務所の状
況把握。

年金事務所
・事業実施主体。
・代表年金事務所は管内
の年金委員活動支援を
取りまとめる。

支
援
（（研
修
等
）・進
捗
管
理

等

相
談
・管
理

協
力

指
導
・助
言

報
告

連
携
協
力

・地域のコミュニティ（自治会・町内会）

・地元企業
・教育機関（大学・高校・専門学校）
・商業施設・商工会
・地方自治体

地域

・年金（受給者）協会（連合会）
・社会保険協会
・社会保険（年金）委員会連合会
・社会保険労務士会
・社会福祉協議会
・健康保険協会各支部/各健康保険組合
・国民年金基金
・ハローワーク

関係機関/団体

など

地域年金展開事業
年金制度の周知、理解、支援ネットワークの構築

①ポスターの貼付・チラシ・リーフレットの配布・配架

②年金制度説明会

③年金セミナー

④出張年金相談会

⑤地域年金事業運営調整会議

⑥「ねんきん月間」「年金の日」における各種取組

⑦「わたしと年金」エッセイ など・委嘱事務
・各種支援（研修や情報提供）
・活動要請

年
金
受
給
者
・
会
社
等
に
お
勤
め
の
方
・

フ
リ
ー
ラ
ン
ス
の
方
・
専
業
主
婦

（夫
）
・

就
職
活
動
中
の
方

・
学
生

な
ど

参加年金委員 地域年金推進員

協力者

国 民

など
など

日本年金機構

対象

地域のネットワーク

令和６年２月２６日
大津年金事務所



１．地域年金展開事業の概要（2/2）
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地域年金展開事業の主な取り組み
◆公的年金制度の普及・啓発や国民年金保険料収納の向上等のため、関係機関との連携協力のもと『年金制度
説明会』や『年金セミナー』、『出張年金相談』等を実施します。

◆また、日本年金機構が取り組む公的年金制度の普及・啓発活動について、都道府県ごとに関係者や有識者か
らなる『地域年金事業運営調整会議』を開催し、事業推進の意見や助言を伺います。

年金委員を対象とした研修会の開催や、各種冊子・チラシ等、活動に役立つ情報を提供。年金委員
活動支援事業

公的年金制度の普及・啓発等についての検討や年金事務所が行う事業への意見・助言を
行うため、学識経験者や関係機関等を委員として都道府県単位に設置。地域年金事業

運営調整会議

・職員が自治体や民間企業、関係団体等に出向き、事務担当者や従業員向けの年金制度
説明会を実施。

・市区役所・町村役場の広報誌や行事等を通じ年金制度や日本年金機構が行う事業の周
知、ポスター・チラシの掲示や設置、配付の依頼等。

地域連携事業

職員が、大学や専門学校、高校等に出向き、学生・生徒向けの年金セミナーを実施。
大学での年金相談や学生納付特例制度の申請窓口の開設や、パンフレットの掲示や設置、
配付の依頼等。

年金セミナー事業

年金事務所から遠方の地域住民や利便性などのニーズに応えるため、市区役所・町村役
場や大規模商業施設、イベント会場等で、出張年金相談や免除申請窓口を開設。地域相談事業

《本来の取り組み内容》

令和６年２月２６日
大津年金事務所



２．令和5年度事業実施中間報告
（令和5年4月～令和5年12月）
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○地域連携事業
計画 実績 総括及び課題

関
係
団
体
と
の
協
力
・
連
携

①年金制度説明会
の実施

②関係機関の窓口
へのリーフレッ
ト設置

③市報等への記事
掲載

④関係団体の職員
・会員に対する
研修の実施

⑤地域型年金委員
の推薦依頼

市
町
村

・広報誌への記事掲載依頼

・市町職員向け情報誌「かけはし」の配付
（奇数月）

・窓口へのリーフレット設置

・市町担当職員に対する研修

令和５年度 13回実施 対象者 77名

令和４年度 14回実施 対象者 92名

【総括】
○関係機関と継続的な協力により、各
種広報・研修会を実施した。

【課題】
○市町担当者との接触機会が減る中、
情報共有のスピード化を図っていく。

○滋賀県社会保険労務士会と調整を図
り、令和5年9月に年金相談窓口業務
委託社会保険労務士等を対象に、マ
ナー研修を実施した。
年金相談窓口のサービス向上を図る
上において社会保険労務士会との連
携は非常に重要である。

〇滋賀県社会保険協会
理事会 令和5年5月15日
評議員会 令和5年5月30日

社
会
保
険
労
務
士
会

・社会保険労務士会会員に対する年金制度説明会
令和5年9月15日（金）オンラインにより、
事務講習会を開催。（参加人数は71名）

・年金相談窓口業務委託社会保険労務士に対する実
務研修等を実施
令和５年度 1回実施 対象者 約90名
令和４年度 3回実施 対象者 約90名

社
会
保
険
協
会

・広報紙「社会保険しが」への年金事業の記事掲載
（年4回）

・理事会、評議員会において年金制度における改正
等の説明を実施。
令和５年度 2回実施 対象者 26名

令和４年度 2回実施 対象者 26名
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令和６年２月２６日
大津年金事務所



計画 実績 総括及び課題

関
係
団
体
と
の
協
力
・
連
携

民
間
企
業
等

・算定基礎届説明会
令和５年度 6回実施 対象者 399名
令和４年度 0回実施 対象者 0名
令和３年度 0回実施 対象者 0名

・事業所の従業員に対する年金制度説明会
令和５年度 13回実施 対象者 113名
令和４年度 29回実施 対象者 526名

・短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大に係る専門
家（社会保険労務士）派遣事業【16名登録】
令和５年度 派遣社会保険労務士３件（参加者30名）
令和４年度 派遣社会保険労務士６件（参加者157名）
※令和4年10月より短時間労働者に対する被用者保険の適用範囲が、

501人以上から101人以上の事業所に拡大

【総括】
○令和４年度までは、コロ
ナ禍により算定基礎届説
明会が開催できなかった
が、令和５年度は算定基
礎届事務講習会を開催。

〇オンライン方式の説明会
の実施に努めた。

【課題】
〇新規適用事業所で、初め
て算定基礎届を提出する
事業所への制度周知が不
十分である。

〇ハローワークでの説明会
に年金事務所の説明枠を
組み入れていただくこと
が困難な状況。

官
公
庁
等

・労働局、市役所、金融機関、農業協同組合、
滋賀県社会保険労務士会、商工会議所、税務署、
その他関係機関へ制度チラシ、啓発リーフレット等を送
付し、周知の協力を依頼。

ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク

・窓口へのパンフレット等の設置依頼。
・県内のハローワークでの雇用保険受給者説明
会において、国民年金加入手続き等の説明会
を開催。
令和５年度 9回実施 対象者 106名
（大津 0回 草津 0回 彦根 9回）

令和４年度 12回実施 対象者 152名
（大津 0回 草津 0回 彦根 12回）
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令和６年２月２６日
大津年金事務所



○年金セミナー事業
計画 実績 総括及び課題

〇年金セミナー実施・エッセイ
募集に向けた教育機関への積
極的なアプローチ

〇「わたしと年金」エッセイ募集
滋賀県の「わたしと年金」エッセイ応募件数…( )は全国件数
令和５年度：一般0件(80件）、学生0件(1,529件)
令和４年度：一般0件(89件）、学生0件(1,919件）
令和４年度、５年度ともに滋賀県からの応募はなかった。

〇年金セミナー実施状況は下記のとおり

【総括】
○専門学校や中学校等に対しても勧奨
対象校を拡大し、年金セミナーの必要
性を伝える取り組みはできた。

【課題】
○「わたしと年金」エッセイ募集に
ついては、ポスター・チラシの配
付だけでなく、教育機関に直接的・
積極的にアプローチしていくこと
が重要である。

9

令和5年12月末県内実績 高等学校 大学・短大 専門学校等 中学校 計

アプローチ
令和5年度 64校 17校 13校 105校 199校

令和4年度 58校 17校 37校 106校 218校

セミナー実施
令和5年度 10校

(19回)
1校

（1回）
3校

（3回）
2校

（4回）
16校

（27回）

令和4年度 12校
(28回)

1校
(1回)

2校
(2回)

2校
(2回)

17校
(33回)

対象者
令和5年度 833名 44名 90名 126名 1,093名

令和4年度 936名 71名 47名 148名 1,202名

令和６年２月２６日
大津年金事務所



○「ねんきん月間」・「年金の日」の取り組み
「ねんきん月間」
日本年金機構では、厚生労働省と協力して国民の皆さまに公的年金制度に対する理解を深めて
いただくため、毎年１１月を「ねんきん月間」と位置付け、公的年金制度の周知・啓発活動を展開しています。
「年金の日」
国民一人一人に『ねんきんネット』等を利用して年金記録や年金受給見込み額を確認していただき、
老後の生活設計に思いを巡らしていただくことを目的として、厚生労働省において
毎年１１月３０日（いいみらい）を「年金の日」と制定しています。
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取組 実績
①年金セミナー

②年金制度説明会

③出張年金相談

④年金委員表彰

⑤地域型年金委員

連絡会等

⑥草津年金事務所における外国人向け相談会

①県内の高等学校等において実施

②県内において計13回実施

③県内において出張相談所計４回実施

大津年金事務所においては通常の予約枠を拡大し実施

④11月9日（木）

栗東芸術文化会館 さきら 中ホールにて「健康保険委員・年金委員表彰式」を実施

（滋賀県社会保険委員連合会、全国健康保険協会滋賀支部と共催）

⑤地域型年金委員連絡会（１回）

地域型年金委員地区連絡会（３回）

全国年金委員研修を各年金事務所において実施

⑥外国人の多く来店されるスーパーにおいて、

アンケート・年金相談を実施（約６名）

令和６年２月２６日
大津年金事務所



○地域相談事業
計画 実績 総括及び課題

市

町

村

等

遠隔地の市町等での年金相
談・受付窓口を開設

県内の各市町及び商業施設等において出張年金
相談を年間を通じて計画的に実施。

出張年金相談 高島市（今津・安曇川）
近江八幡市
甲賀市
東近江市
長浜市

一日合同行政相談会（令和5年10月）
【総務省近畿管区行政評価局主催】

大津市
彦根市

※ 実施状況は下表のとおり。

【総括】
○遠隔地の市町で出張年金相談を実施した。

「ねんきん月間（11月）」の取り組みの一
環として出張年金相談の予約枠を拡大して
実施したところ、お客様より好評を得た。

【課題】
○「ねんきん月間」において地域住民の利便

性を考慮した有効的な事業実施に取り組む
必要がある。

○一日合同行政相談会については、相談件数
が低調な状況。
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事務所名 大 津 草 津 彦 根 県 計
実施回数

上段：R5年12月末
下段：R4年度合計
（行政相談含む）

10 回 10 回 9 回 29 回

13 回 13 回 14 回 40 回

相談人数
（令和5年4月～12月）

93名
(行政相談名含む)

77名
（行政相談名含む)

94名
(行政相談名)

264名
(行政相談名含む)

令和６年２月２６日
大津年金事務所



○年金委員活動支援事業
計画 実績 総括及び課題

①研修会等の開催

②積極的な情報提供

③委嘱数拡大に向けた取り
組み

①【職域型】
職域型年金委員に対して、滋賀県社会保険委員連合会役員会・
事務所単位の社会保険委員役員会での制度説明。
地域型年金委員には、個別に制度説明を実施。
・研修等の実施回数・参加者人数
令和５年度 職域型（2回・177名） 地域型（14回・28名）
令和４年度 職域型（17回・585名） 地域型（15回・64名）
令和６年2月に職域型年金委員事務講習会を開催予定。

②【職域型】【地域型】年金委員への啓発資料
・日本年金機構HP掲載の「年金委員通信」をリニューアル。
情報発信の入り口を年金委員が設置されている事業所と、未設
置の事業所に分ける等、掲載記事の構成を変えた。
掲載している研修資料の拡充を図った。

・年金委員（職域型・地域型）向け情報誌「ねんきんNEWS」を
四半期ごとに発行した。

・「アニュアルレポート2022」等の各種広報資料を送付した。

③【地域型】
・市町村職員等（民生委員等）への勧奨を随時実施。
・職域型年金委員辞退者への勧奨を実施。

【職域型】
・50名以上の事業所に対して複数名の委嘱勧奨。
・事業所の規模に応じた委嘱勧奨を定期的に実施。
・退職等により辞退届が提出された時に後任者の勧奨を実施。

【総括】
○集合形式の研修会及び、オ
ンライン形式の研修会を積
極的に推進していく。

○滋賀県の年金委員委嘱数
令和5年3月末時点

職域型：1,415名
地域型： 165名

令和5年12月末時点
職域型：1,426名
地域型： 166名

【課題】
委員の高齢化等による地
域型委員の減少。
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令和６年２月２６日
大津年金事務所



○年金委員活動支援事業
計画 実績 総括及び課題

④年金委員表彰の実施 ④ 令和5年11月9日（木）
栗東芸術文化会館 さきら 中ホールにて健康保険委員・年金
委員表彰を実施（滋賀県社会保険委員連合会、全国健康保険
協会滋賀支部と共催）。

【表彰内訳】( )内は昨年の人数
厚生労働大臣表彰 1名（1名）
日本年金機構理事長表彰 3名（3名）
日本年金機構理事表彰 5名（4名）

年金委員表彰、社会保険委員大会及び社会保険委員事務講習会
を集合形式により開催し、150名あまりの委員の参加があった。

※ 令和6年度は、令和6年11月7日（木）に開催予定。

【課題】
積極的な委員活動あっての
委員表彰。協力連携を強化
していく。

13

令和６年２月２６日
大津年金事務所



○地域年金事業運営調整会議

計画 実績
○地域年金事業運営調整会議の開催 第１２回 令和６年２月２６日（月） 大津年金事務所会議室にて開催。

＜議題＞
① 令和５年度「地域年金展開事業」事業実施結果
② 令和６年度「地域年金展開事業」事業計画(案)
③ 意見交換

＜議事要旨＞
委員の皆様からのご意見に対する回答を行った。

第１３回 令和７年２月頃開催を予定。
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令和６年２月２６日
大津年金事務所



３．令和6年度事業方針(案)
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１．関係機関主催の各種説明会等の場における年金制度の説明を行う。
２．関係機関の窓口にポスターやリーフレットを設置する。
３．市町村広報誌等への年金制度や出張年金相談に関する記事を掲載する。
４．年金委員の推薦を積極的に依頼する。
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○地域連携事業
地域の関係機関（団体）と協力・連携のうえ、公的年金制度の周知・広報の充実を図る。

○年金セミナー事業
若年層に正しい年金の知識を伝え、年金制度への理解を深めていただくため、大学（短大含む）、専門
学校、高等学校等において年金セミナーを実施する。年金セミナーを実施する場合は、WEB会議システ
ムを活用するほか、動画を収録したDVDを提供するなど非対面による活動を積極的に取り入れる。

１．前年度実績を上回る年金セミナーを実施する。
２．セミナー実施校は、今後も継続実施に努める。
３．アンケート結果や先生方の意見等をもとに、適宜、教材等を改訂する。
４．教育委員会への協力を年度当初に依頼する。
５．大学、専門学校、高等学校等の窓口にポスターやリーフレットの設置を依頼する。
６．公的年金制度との関わりを描いた「わたしと年金」をテーマにしたエッセイ募集を依頼する。

令和６年２月２６日
大津年金事務所
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○地域相談事業

１．年金事務所から遠隔地の市町村に赴き、年金相談・受付窓口を開設する。
２．大学等に赴き、主に学生納付特例制度にかかる年金相談・受付窓口を開設する。
３．商業施設での年金相談・受付窓口を開設する。（一日行政相談開所との連携）

１．研修計画を策定し、制度改正・重点協力事項を中心に、研修及び意見交換を実施する。
２．積極的な情報提供として、「アニュアルレポート」「退職後の年金手続きガイド」等送付する。
３．「年金委員活動の手引き」を送付する。（職域型）（地域型）
４．11月の「ねんきん月間」に合わせて、年金委員活動功労者の表彰を実施する。
５．年金委員の委嘱拡大のため、職域型年金委員の未設置事業所への推薦依頼や退職する

市町村・関係団体等職員の地域型年金委員の委嘱等勧奨を図る。
６．年金委員向け情報誌「ねんきんNEWS」を四半期ごとに送付する。

地域（市町村・大学・商業施設等）での年金全般にかかる相談・受付窓口を開設する。

○年金委員活動支援事業
年金委員は、職場・地域内外における公的年金制度の周知・啓発という重要な役割を担っていることか
ら、委員活動の一層の活性化を図るとともに、委員活動が充実し円滑に行えるよう支援を行う。

令和６年２月２６日
大津年金事務所



18

○地域年金事業運営調整会議

年金事務所が策定した地域年金展開事業の事業計画について、取り組み方針や実績等の報告を受け、
効果的かつ効率的な事業運営のための意見を聴取する。

※ 次回会議開催予定 (令和7年2月頃)

地域、教育、企業の中での年金制度の周知、理解、支援のネットワークの強化及び地域年金展開
事業の推進を図るため、地域年金事業運営調整会議を開催する。

令和６年２月２６日
大津年金事務所
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４．令和４年度の会議で出た意見及び課題への対応 1/2

事業内容 ご意見等 今後の対応・方針

1.地域連携事業

● ハローワークでの説明会は、彦根年金事務所が頑
張っておられるようだが、取り組む上でどういう風に
すればハローワークが協力してくれるか。

● 彦根年金事務所におけるハローワークでの説明会については、
彦根公共職業安定所からの要望もあり、月1回、主に年金受給に
関する制度説明会を実施しているところです。今後は、他の事
務所でも働きかけを行えればと考えています。

3.年金セミナー
事業

● 高等学校ではＩＣＴ機器が充実してきており、それ
をセミナー実施に活用されたら。

● セミナーのアプローチの際に、実施方法等について取り入れ
て提案していきます。

3.年金セミナー
事業

● 大学・専門学校中心に考えておられるかなと思いま
すが、「鉄は熱いうちに打て」ということで、中学生
も対象に積極的に取り組んでください。

● 年金セミナー事業については、令和3年度からはWeb会議ツー
ルを活用し、オンラインによる年金セミナーも積極的に実施し
てまいりました。今後も、対面式と合わせて積極的に実施して
いきます。

● 各教育機関へのアプローチにおいては、大学・短期大学・専
門学校・高等学校に加えて、中学校へもアプローチ対象を拡大
し、年金制度の啓発に努めていきます。
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令和4年度の会議で出た意見及び課題への対応 2/2

事業内容 ご意見等 今後の対応・方針

6.その他

● 特別時間割になる、7月12月が行事として入れやす
い狙い目と思いますので、年間の行事予定を作ろうと
している2月ぐらい、早い時期に働きかけてはどうか。

● ご意見を参考に働きかけを実施していきたいと考えておりま
す。また、一度実施できた際は、来年度の実施も働きかけてま
いります。

6.その他

● 電話について、繋がりやすい様な、何か方策を考え
ていただくのと、電話しなくても分かる仕組み、ホー
ムページから質問に答えていくと答えが最後に出てく
る、できるだけ電話が減るようにしていただけたら、
いいのかなと思っています。

● 様々な中身の確認やお手続きが全て「ねんきんネット」から
できるようになっておりますので、使っていただければ、電話
いただくことが減っていくのかと思っております。また、日本
年金機構ホームページに「相談チャット総合窓口」へのリンク
を作っております。これは日本年金機構が管理する外部のサー
ビスになりますが、一般的なお問い合わせに対話形式により自
動応答するものとなります。併せて、電話システムの改良等を
随時図ってまいります。

6.その他

● 国民年金保険料の納付率が、すごく上がっています。
ですが、この数字は何もしなければどこかで止まって
しまうので、あと2割をどうするか、何か違うことが
必要ではないかと思います。

● 保険料未納者の年金受給権を確保するため、保険料未納者の
解消に向けた各種施策を実施し、納付率の向上を図っていると
ころです。
特に若年層を中心として保険料納付に結び付く対策に重点を

置くこととしており、年金セミナーの実施等、地域年金展開事
業の役割が非常に重要であると考えております。

令和６年２月２６日
大津年金事務所



令和4年10月末時点 令和5年10月末時点

納 付 率
滋賀県 75.63％ 76.59％
全 国 70.23％ 72.45％
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○過去５年間の現年度保険料納付率【年度末】の推移

令和６年２月２６日
大津年金事務所


